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法 科 大 学 院 を 置 く 国 公 私 立 大 学 長
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殿
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吉 田 大 輔

（印影印刷）

法学未修者に対する法律基本科目の指導の充実について（通知）

法科大学院教育については，これまでも各法科大学院において，司法制度改革審議会意

見書に掲げられた法曹養成制度の理念や中央教育審議会大学分科会法科大学院特別委員会

の提言等に沿って，法律基本科目の指導の充実や成績評価・修了認定等の厳格化などの取

組を進めていただいていますが，特に，法学未修者（法学既修者（法学の基礎的な学識を

有すると当該法科大学院が認める者）以外の者）については，今なお司法試験合格率の低

迷等の課題を抱えていることから，更なる指導の充実が求められているところです。

このため，本年３月に中央教育審議会大学分科会法科大学院特別委員会においてまとめ

「 」 ，られた 今後検討すべき法科大学院教育の改善・充実に向けた基本的な方向性 を踏まえ

法学未修者に対する法律基本科目の指導の充実に資するよう，下記のとおり関係法令の運

用の見直しを行うこととしました。

これを踏まえ，各法科大学院においては，自学自習の時間の確保など学生に対する過度

の負担とならないよう十分に配慮しつつ，法学未修者教育の更なる改善・充実に取り組ん

でいただきますようお願いします。

また，各認証評価機関においては，各法科大学院が下記の取組を行った結果，法律基本

科目群の履修単位数の比重が高まったことをもって直ちに法律基本科目の履修に過度に偏

ったものであると評価するのではなく，法学未修者教育を充実させるための取組として適

切であるかどうかを評価していただきますようお願いします。

記

一 法学未修者の法律基本科目の単位数及び配当年次の扱いについて

法学未修者を対象として法律基本科目の単位数を増加させた場合の法学既修者の履

修免除の単位数については 「専門職大学院設置基準及び学校教育法第百十条第二項，

63

Administrator
スタンプ

kobayashi-yoshiyuki
テキスト ボックス
参考資料３




に規定する基準を適用するに際して必要な細目を定める省令の一部を改正する省令の

施行等について（通知 （２１文科高第６６８号）において 「法学未修者１年次に）」 ，

おける法律基本科目６単位の範囲を超えない」運用を求めていたが，法学未修者が法

律基本科目を更に重点的に学ぶことを可能とする観点からこれを見直し，１年次及び

２年次において合計１０単位程度まで許容されることとすること。

二 年間登録単位数の上限について

法科大学院の学生が１年間に履修科目として登録することができる単位数の上限の

標準については 「専門職大学院に関し必要な事項について定める件 （平成１５年文， 」

） ， ，部科学省告示第５３号 第７条において １年につき３６単位が標準とされているが

上記一によって法律基本科目を増加させた場合には，３６単位から概ね２割程度（８

単位程度）増加させた４４単位程度まで標準の範囲内であるとすること。

三 実務経験等を有する者の展開・先端科目の取扱いについて

入学時に十分な実務経験を有する者については，大学がそれまでの実務経験等を把

握・評価した上で適当と認めた場合には，当該実務経験に相当する展開・先端科目に

代わり，法律基本科目を履修することも可能とすること。

ただし，法律基本科目によって代替する単位数については，各法科大学院の目的に

沿った教育活動を展開する観点から，概ね２～４単位を目途とすることが適切である

こと。

なお，当該取扱いについては，法律基本科目を重点的に学ぶことが必要とされる法

学既修者に適用することも可能であること。

【 本件担当 】

文部科学省高等教育局専門教育課

専門職大学院室法科大学院係

： （内線 ）TEL 03-5253-4111 3318
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関連する省令・告示 
 
 

◆「専門職大学院設置基準」（平成１５年文部科学省令第１６号） 

（法科大学院の課程の修了要件）  
第二十三条  法科大学院の課程の修了の要件は、第十五条の規定にかかわ
らず、法科大学院に三年（三年を超える標準修業年限を定める研究科、
専攻又は学生の履修上の区分にあっては、当該標準修業年限）以上在学
し、九十三単位以上を修得することとする。  

（法学既修者） 
第二十五条  法科大学院は、当該法科大学院において必要とされる法学の
基礎的な学識を有すると認める者（以下「法学既修者」という。）に関し
ては、第二十三条に規定する在学期間については一年を超えない範囲で
当該法科大学院が認める期間在学し、同条に規定する単位については三
十単位を超えない範囲で当該法科大学院が認める単位を修得したものと
みなすことができる。ただし、九十三単位を超える単位の修得を修了の
要件とする法科大学院にあっては、その超える部分の単位数に限り三十
単位を超えてみなすことができる。  

（履修科目の登録の上限）  
第十二条  専門職大学院は、学生が各年次にわたって適切に授業科目を履
修するため、学生が一年間又は一学期に履修科目として登録することが
できる単位数の上限を定めるものとする。  

 
 
◆「専門職大学院に関し必要な事項について定める件」（平成１５年文部科学省告

示第５３号） 

（法科大学院の履修科目の登録の上限） 
第七条 法科大学院の学生が履修科目として登録することができる単位数 
の上限は、一年につき三十六単位を標準として定めるものとする。 

   
 
◆「専門職大学院設置基準及び学校教育法第百十条第二項に規定する基準を適
用するに際して必要な細目を定める省令の一部を改正する省令の施行等につ
いて（通知）」（平成２２年３月１２日） 

留意事項 
  一 法学既修者に関する修得したものとみなすことができる単位数について 

法科大学院におかれては、第２５条第１項ただし書の規定により３０単
位を超えて修得したものとみなすことのできる単位数は、平成２１年４月
の中央教育審議会大学分科会法科大学院特別委員会「法科大学院教育の質
の向上のための改善方策について（報告）」において増加可能と提言され
た、法学未修者１年次における法律基本科目６単位の範囲を超えない運用
とされたいこと。 

参考１ 
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中央教育審議会大学分科会法科大学院特別委員会における
報告書の関連記述 

 
 
◆「今後検討すべき法科大学院教育の改善・充実に向けた基本的な方向性」 

（平成２６年３月３１日 中央教育審議会大学分科会法科大学院特別委員会） 

・ 法学未修者に対する教育については、社会人や法学以外の学部出身者な 
ど多様なバックグラウンドを持った人材を法曹に育てるという本来の趣
旨にのっとり、法律基本科目をより重点的に学べる仕組みの具体化をはじ
め、より効果的な教育課程の在り方について検討する。 

・ 法学未修者の教育課程を含め、学部段階でも法学を学んだ者が法科大学 
院入学生の多数を占めるものの、法科大学院における教育の前提としての
学修が不十分である者が少なくないことから、学部段階における法学教育
の在り方も含め、その改善方策を総合的に検討する。 

・ さらに、法学未修者と法学既修者との間で、学修の状況や司法試験合格 
状況に差が生じている実態を踏まえ、３年を標準とする教育課程と法学既
修者につき２年に短縮される教育課程からなる現行制度の合理性・適切性
等についても、中長期的な課題として検証・検討する。 

 
◆「共通到達度確認試験等に関する調査検討経過報告」 

（平成２５年１１月２２日 中央教育審議会大学分科会法科大学院特別委員会共通到達

度確認試験等に関する検討ワーキング・グループ） 

○ これまでも法律基本科目の指導の充実を図る観点から、特に、法学未修
者１年次の法律基本科目の履修登録単位数を６単位まで増加できるよう
平成２２年に制度改正が行われているが、現在の法学未修者の学修状況に
も配慮しつつ、法学未修者がこれまでより多く法律基本科目の履修が可能
となるよう単位数の増加及び配当年次の在り方について見直しを検討す
ることが考えられる。 

○ また、多様な学修経験や実務経験・社会経験等を有する法学未修者には
展開・先端科目群などの一部履修を軽減することなどの措置を講じること
が考えられる。 

○ あわせて、このような取組を適正に評価できるよう、法科大学院の授業
科目群ごとの履修のバランスや実務家教員の授業の担当範囲などに関し、
認証評価機関の評価基準等の見直しが行われるようにする必要がある。 

参考２ 
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処
理
法

著
作
権
法
特
殊
講
義

資
産
税
法

企
業
税
法

国
際
租
税
法

所
得
税
法

環
境
法

比
較
環
境
法

環
境
法
応
用
演
習

捜
査
法

刑
事
証
拠
法

比
較
刑
事
手
続

法
史
学
特
殊
問
題

法
社
会
学
特
殊
問
題

選
択
必
修
２
２
単
位

必
修
６
０
単
位

+選
択
必
修
８
単
位

十
分
な
実
務
経
験
等
を
有
す
る
と
大
学
が
認
め
る
者
に
つ
い
て
は
、
相
当
す
る
展
開
・
先
端
科
目
（
※
）
に
代
え
て
法
律
基
本
科
目
の
履
修
を
認
め
る

こ
と
も
法
学
未
修
者
の
法
律
基
本
科
目
の
学
修
の
充
実
と
し
て
は
妥
当
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

（
例
）
税
務
署
で
の
十
分
な
実
務
経
験
が
あ
り
、
租
税
法
等
に
代
え
て
法
律
基
本
科
目
の
履
修
を
認
め
る
場
合
の
選
択
科
目
の
履
修
例

裁
判
外
紛
争
処
理

家
族
法
特
殊
講
義

労
働
法

労
働
法
演
習

労
使
紛
争
と
法

医
事
法

医
療
と
法

雇
用
差
別
と
法

高
齢
者
と
法

子
供
と
法

ジ
ェ
ン
ダ
ー
と
法

外
国
人
と
法

社
会
保
障
法

社
会
保
障
法
演
習

不
動
産
法
特
殊
講
義

刑
事
政
策

犯
罪
学

少
年
法

自
治
体
紛
争
法

国
際
人
権
法

国
際
経
済
法

行
政
紛
争
特
別
講
義

選
択
必
修
１
８
単
位

選
択
必
修

４
単
位

選
択
必
修

４
単
位

選
択
必
修

２
２
単
位

＋
＋

法
律
基
本

科
目
群

必
修
６
０
単
位

選
択
必
修

８
単
位

実
務
基
礎

科
目
群

必
修
６
単
位

＋

基
礎
法
学
・

外
国
法
科
目
群

展
開
・
先
端

科
目
群

計
１
０
０
単
位
以
上

＋
選
択
必
修

４
単
位

選
択
必
修

４
単
位

選
択
必
修

１
８
単
位

＋
＋

展
開
・
先
端
科
目
を
軽
減
し
た
場
合
の
修
了
要
件
単
位
数

展
開
・
先
端
科
目
に
代
え

法
律
基
本
科
目
を
多
く

卒
業
要
件
単
位
数
に
認
め
る

（
※
）
上
記
例
の
他
に
、
信
託
銀
行
で
の
勤
務
経
験
の
あ
る
者
は
信
託
法
に
つ
い
て
、
企
業
の
知
的
財
産
部
で
の
勤
務
経
験
の
あ
る
者
は
特
許
法
の
履
修
に
つ
い
て

適
応
す
る
な
ど
、
各
法
科
大
学
院
に
て
適
切
に
判
断
す
る
こ
と
を
想
定
。

４
単
位
増

４
単
位
減

参
考
４
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